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この報告書は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益 の一部 であ

る機械工業振興 資金 の補助 を受け て昭和53年 度 に実施 した

「産業別情報拠 点の育成に関する調査研究」 の成果 を とりま

とめたものであ ります。
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1.は じ め に

●

本書 は,昭 和53年 度 事 業 と して,当 協会 の委 託 に よb(社)日 本 電子 機 械

工業 会 が調 査 し,と りま とめ た 「電子 機 器産 業 情報 ニー ズ調査 」 の成果 報 告 書

で ある0

1.1報 告 書 作 成 の 目的

日本 経 済 を と りま く内 外 諸環 境 の流 動的 な変 化 に対応 す るた め ,政 府 及 び

産 業界 に お い て は的 確 な状況 判 断,政 策 決 定 が益 々重 大 にな って お り,よ り

広範 か つ 正確 な情 報 の収集 ・供 給 機能 を持 つ情 報 拠 点 の育 成 確 立 や産 業 間,

政 府 一 座 業間 の情 報 ネ ッ トワー ク形 成 へ の ニー ズは 増大 の一 途 に ある。

特 に 最近 の 政 治,経 済 環境 に お い ては,産 業 情報 の対 会員,対 外 部等 に対

す る業 界団体 の役 割 が一 層 重 要 とな って い る。

今 回 日本 電子 機 械 工 業 会 へ の 調査研 究 の委 託内 容 は,電 子 産 業 に おけ る政

策 課題 の推移 とそ の概 要 を調 査 して,情 報 ニー ズ を分析 し,日 本電 子 機 械工

業会 にお け る情 報 の 収 集 ・処 理 ・提供 等 の現 状 と問題 点 や今 後 の課 題 を研 究

す る こ とに あ る。

し

.

も
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2.電 子 機 器 産 業 の 情 報 ニ ー ズ

21電 子 機 器 産 業 の 現状 と特 徴

(1)電 子 機器 産 業 の概 念

電子 産 業 とは 「電 子 管,半 導 体 素子,そ の他 これ に類 似 す る部 品 を使 用

す る こ とに よ り,電 子 の運 動 と特 性 を応 用す る機 械器 具 な らび に主 と して

これに 使 われ る部 品,材 料 」 の こ とで あ り,非 常 に 多岐 にわ た っ てい るた

め明確 な分 類 は困難 で あ る ものの,通 常,個 人 や家 庭 で使 用 す る機器 を,

民生 用電 子 機器,工 場 や 事務 所 あ るいは 業務 用 と して使 用 す る機 器 を産 業

用電子 機 器,そ して これ らの機 器 をは じめ,電 子 化 に伴 い電 子 機器 以 外 に

使 われ る電 子 部 品 の3つ の分 野 に便 宜 的 な区 分 を して い る。

(2)電 子 機 器 産業 の位 置

昭和52年 のわ が 国機 械 工 業 の生 産額 は約31兆 円,輸 出額 約10兆 円

で,い ず れ も大 台 に乗 った。 この内電 子 産 業 の 占め る位 置 は,生 産 が6兆

434億 円(電 気 計 器 を含 む)で 構成 比 は19.7%と 自動 車 の23.6%に

次 ぐ規模 で あ り,輸 出 も2兆6823億 円25.9%で 自動 車 の2&9%に

次 いで い る。

▼

表 一1昭 和52年 生 産 輸 出実 績

(単 位:億 円)

生 産 輸 出

電 子 機 械 60,434 26,823

電 気 機 械 34,254 7,235

一 般 機 械 64,436 20,758

自 動 車 72,335 29,874

輸送機械(自動車除く) 28,870 9,621

精 密 機 械 9,846 8,889

そ の 他 36,747 177

合 計 306,922 103,378

」

4
'

出典:通 産 省 「生産 動 態統 計」,大 蔵 省 「通 関統 計 」
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生 産 は史 上初 め て6兆 円台 を記録 した が,民 需 の停滞 あ るい は保護 貿 易主

義 の台 頭,通 貨 不安 な ど,厳 しい環 境 か ら伸 び率 は3.8%の 増 加 に終 わ っ

た。 又 わ が国 電 子 産業 の国 際 的 な位 置 づ け をみ る と表 一2の 通 りで ア メ リ

カに次 ぐ規 模 で あ るが,民 生 用 電子 機 器 に限 定す る と,世 界第1位 で あ り,

先 進 国 の 中 では,わ が 国 の み が民生 用 電 子 機器 の比 重 が極 め て高 い こ とが

注 目 され る。

表 一2電 子 産 業 の 国 際 比 較

(単位:百 万 ドル)

ア メ リ カ ヨー ロ ッパ11ケ 国 日 本
'76年 '77年 '76年 '77年 '76年 '77年

民 生

産 業

部 品

6,921

33,558

8,405

8,119

36,703

※9,409

8,100

14,326

6,047

8,682

15,851

6,737

7,589

6,077

5,866

8,686

7,276

6,562

合 計 48,884 54,231 28,473 31,270 19,532 22,524

※ 半 導 体,ICのEIA統 計 が な いた め推 定額

ヨー ロ ッパ:西 独,フ ランス,イ ギ リス,イ タ リア,オ ランダ,ス ペ
11ケ 国

イ ン,ス ウ ェー デ ン,ベ ル ギー,ス イス,デ ン マー ク,

ノル ウ ェー

換 算 レー ト:1976年1$=296.98円

1977年1$=26&32円

出 典:ELECTRONICS誌,EIA統 計 等

(3)電 子機 器産 業 の特 徴

わ が国 の社 会経 済 環 境 は

① 原 材 料 の 輸入,高 付 加 価 値 製 品 の生 産

② エ ネ ル ギー 資源 の貧 困

③ 豊 富 で 教 育水 準 の高 い 労働 人 口 の存 在

④ 国 土 が狭 く人 口 の都 市 集 中

とい う制 約 下 に あ るが,こ の よ うなわ が国特 有 な 社会 経済 環 境 の も とで,

適 格 産 業 で あ りうる た めに は以 下 の よ うな条件 が あ る と考 え られ るが,諸
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条 件 をす べ て兼 ね備 え て い る とい う意味 で,電 子 産 業 は最 適格 産業 の一 つ

といえ よ う。

口)高 付 加 価値 産 業

工 業 統 計表(昭 和49年 版)に よb産 業別 の付 加 価値 率(付 加価 値

額/出 荷 額)を 算 出 する と,産 業 合計 で は35.2%で あ るが,電 子 産

業 は39.5%と4.3%高 くな っ て い る。

(ロ)省 資源,省 エ ネル ギー産 業

工 業 用水 使 用 量,原 材 料 使 用比 率,電 力 消費 費 比率,燃 料 使 用比率,

使 用敷 地面 積 な ど何 れ の指 標 につ い て も,電 子 産 業 は少 ないグループ に

属 す 。

←う 低 公 害産 業

電 子 産 業 は組 立 工 程 を中心 と し,か つ 省 資源,省 エ ネル ギー 産 業 で

あ るの で,産 業 と して の性 格 上,元 来 公 害 を発 生 す ることが少 な くSOx

排 出量,CODの 数 値 も低 い。

表一3資 源環境面か ら見 た業種別数値

土地使用量 水使 用量 エネルギ ー SOx排 出量 COD排 出量 浮遊物質

48年 48年
使用量

48年 45年 45年
排出量
45年

100㎡/10億 円 ㎡/日/10億 円 10W10億 円 トン/10億 円 トン/10億 円 トン/10億 円

繊 維 188 1,268 185 26 41 42

紙 ・パルプ 189 3,529 329 87 593 421

化 学 205 1,251 762 71 59 67

石油 ・石炭 192 323 236 52 24 18

窯業 ・土石 380 524 467 137 10 219

鉄 鋼 192 533 547 35 9 98

一般 機械 128 102 25 5 1 4

電 気機械
(電子含)

73 109 20 3 1 1

精密機械 90 112 18 4 6 3

出 典:電 子工業年鑑
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←)技 術 集 約型 産 業

電 子 産 業 に おけ る技 術 革 新 の典 型 的 な事 例 は,真 空管 か ら トラ ン ジ

ス タ,ICへ の変 遷 で あ り,典 型 的 な技 術先 端産 業 といえ るが,ま た

一 面 で労 働 集 約型 で も あ る。1人 あ た りの付 加価 値 額 を見 る と明 らか

で,全 製 造 業平 均534万 円 に対 し,電 子 産 業は466万 円(昭 和51

年工 業統 計速 報)で あ る。 した が っ て,わ が国電 子 産業 の基 盤 で あ る

国 際競 争 力の維 持 ・強 化 に は技 術 先 端 的 な面 で欧米 先進 国 と,労 働 集

約 的 な面 で中進 国 との競 合 を ど う解 決 す るか,今 後 の大 きな課 題 とな

ってhる0

2.2電 子 機 器産 業 の政 策 課 題

〈 昭和30年 代 〉

第1期 成 長 期 に当 る昭 和30年 代 の わ が国 電子 産業 は,急 速 な発 展 を示 し

た が,そ の要 因 を挙 げ てみ る と,第1に 日本 の社 会経 済環 境 に電 子 産 業 の産

業 特 性 が最 も適 して い た こ とで あ る 。 っ ま り,わ が 国 の国土,資 源,国

民性 な ど の条 件 に,技 術 先 端,高 付 加 価値,省 資源,省 エネル ギ ー,低 公 害

とい った電 子 産 業 の特 性 が うま くマ ッチ し,さ らに当時 か ら未来 産 業,将 来

産 業 と して国 家 的 な後押 しも受 け て(電 子工 業 振興 臨時 措 置法)そ の 創 成 期

か ら日本 の 中核 産業 と して の役 割 に期待 を持 たれ てい た。第2に は,国 民 経

済 の復興,高 度成 長 に よる旺 盛 な国 内 消 費 とそ れ に見 合 う白黒 テ レ ビ等 の リ

ー デ ィ ング商 品 の現 出 ,さ らに国 際 収 支改 善 のた め の官 民一 体 とな っ た 輸 出

振 興 な ど,需 要 の拡大 に牽 引 され た こ とが挙 げ られ る。 この よ うな拡 大 基 調

を背景 と して,政 策 課 題 も民 生 用電 子 機 器 の一 層 の国 内 普及 促 進 と輸 出振 興

の た め の物 品 税 減 免活 動,国 際競 争 力増 強 とい った業 界 基盤 の確 立 の た めの

施 策 が中心 とな って い るo

<昭 和40年 代以 降>

40年 代 は なん とい っ て も カ ラー テ レ ビの本 格 出現 が注 目 され るが,一 方

では,不 況 のス ター トとなっ た東 京 オ リン ピ ック後 の 日本経 済 の不 況 は 当産

業 を も生 産 調整,雇 用 調 整 とい った 暗 い状 況へ落 とし入れ、政 策 課 題 も企業 の

体 質改 善 あ るい は業 界秩 序 の確 立 な どの企 業 基盤 強化 や技術 振 興 に 向 け られ

た 。40年 代 は45年 前後 を境 と して環 境 が大 き く基調 変化 した。 即 ち前半
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は依 然 と して高度 成 長 政 策 が 続行 され,伸 び も高 か っ たが,後 半 に 入 る と,

国 内で は高度 成 長 に対 す る批 判 が強 ま り,公 害 の発 生 や環境 破 壊,過 密過 疎,

物 価 の騰 費 とい っ た 問題 が発 生 し,海 外 で もニ ク ソ ン シ ョック,オ イル シ ョ

ックな ど世 界的 に景 気 を後 退 さ せ る出来 事 もあ り,電 子 業 界 に お い て もダ ン

ピン グ容疑 な どの 通 商問 題 や 国 内 二重 価格 問 題 な どの発 生 に よ り,大 きな転

換 期 を迎 え るに至 っ た。 こ う した状況 か ら昭和40年 代後 半 の政 策 課 題 の 中

心 は,安 全 ・環境 保 全,消 費 者 サー ビス とい った 消 費者 主 義 へ の対 応 と国 際

協 調 を基盤 と した輸 出政策 な ど高度 成 長 か ら安 定 成 長,質 的成 長 の た めの施

策 に向 け られ てい る。"生 活 の電子 化""産 業 の電 子 化"と 言 わ れ る よ うに,

電子 機 器 は よ り人 間 の生 活 に密 着 し,世 界 的 な需 要 は 依 然 と拡 大 の方 向 に あ

り,今 後 の わ が国 電 子 産 業 の発 展 課題 は,基 本 的 な人 間生 活 とい った 視野 に

立 っ て,よ り長 期的 な製 品政 策,マ ー ケ テ ィン グ政 策,流 通 政 策 等 の抜 本 的

な検 討 が 必要 と なっ て い るo

以下、過去 の政 策課題 を整理 す る ため に ま とめ た の が表2-4の 日本電 子 機

械 工業 会 主 要 重 点 事業 計 画(経 常 事業 は除 く)で あ る。

b

、
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表 一4(社)日 本電子機械工業会 主要重点事業 計画(経 常事業は除 く)

ー

oo

ー

昭和 国 内
海 外 ・貿 易

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネル ギー 安全及び環境 対 消 費 者

Oラ ジオ ・テ レ ビ O貿 易自由化に関する対策

35 パ ー ツ シ ョ ウ開 ・国際競争力の現状及び

催 増強に関する調査研究

。電子測定器展示 ・関税に関する調査研究

会開催 ・原材料 ,生 産原価 に関

。物品税減免に関 する調査研究

する活動 ・ニ ュ ー ヨ ー ク エ レ ク ト

。関税 に関する調 ロニ ク ス セ ン タ ー の 強

査研究 化

O物 品税減免に関 。国内普及状況調 。輸出秩序の確立

38 する活動 査 O輸 出 目標の達成

。対外PR強 化

○低開発国への技術援助

Oデ ュ ッ セ ル ドル フ エ レク

トロ ニ ク ス セ ン タ ー の 開

設

。物品税減免に関 Oカ ラー テ レ ビ長 o技 術振興の対策 。 輸出振興の対策

する活動 期普及対策

あ
氏
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O

ー

昭和 国 内

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境 対 消 費 者
海 外 ・貿 易

41 。企業の体質改善 oカ ラ ー テ レ ビ長 。標準化促進
。輸出の増進

と税制の適正化 期普及対策

運動

43 。業界秩序の確立 。標準化促進 o国 際経済社会の変化に対
・過当競争 の排

応ずる強化策
除 ・国際競争力の培養
・企業の協調確

・先進国対策

立 ・発展途上国対策
・適 正利潤の確

。輸出振興

保 ・輸出秩序 の確立

・割賦販売制の
・新製品の開発

確立 ・新市場の開拓

・非関税障壁への対策

・経済外交め強化

・政府への要望

。調査情報活動の 。新技術開発と特 。消費者対策の強 。輸出振興と国際協力の推

44 充実 許対策 化 進
・調査精度の向 ・技術開発に対 ・販売競争の公 ・資本自由化対応措置の

上 する税制,金 正化 促進



ー
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ー

昭和 国 内 海 外 ・貿 易

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境 対 消 費 者

・情報収集の迅 融面の優遇措
・割賦販売 およ ・非関税障壁対策の強化

速化 置推進 び信用調査制 ・新製品の開発

・情報流通 の円 ・特許 お よび技 度の確立 ・輸出秩序の確立

滑化 術導入に関す
・製品の特性, ・特恵関税,附 加価値

る対策 使用方法,サ 関税の利用と対策

・特許の濫 用防
一 ビス等に関 ・企業進出の調査研究

止対策 するPR ・輸出検査法等の改善促

。標準化の促進と
・商品テス ト機 進

実施 関との連絡の

・工業会規格の 緊密化

充実と普及促

進

・JIS制 定 へ

の参画

・防衛庁そ の他

官公庁の規格

仕様制定への

参画

・信 頼性,安 全

性の確立
1

・国際規格へ の

意見の反映
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昭和 国 内

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び競1対 消 費 者
海 外 ・貿 易

。調査情報活動の 。標準化の促進 。重要資材の安定 O安 全と消費者対策強化 。国際化へ の対応

45 強化 ・工業会規格 の 確保対策 ・製品の特性 ,使 用方法等のPRに ・資本自由化対応措 置の

・各種調査統計 , 強 化,活 用促 よる事故防止 推進

情報活動の拡 進ならびに海 ・安全性 ,信 頼性の向上及び不要輻 ・特恵関税に関する研究

充強化と各地 外規格との調 射防止等のための技術的追求なら と対策

策への活用 整 びにPR ・発展途上 国へ の援助 と

・工業所有権に 。創造的国産技術 ・アフターサー ビスの徹底 と合理 化 協力

関する事項の の開発と工業化 ・消費者との意志交流の強化 ・国際標準化へ のわが国

調査ならびに の促進 。広報体制の強化 意見の反映

情報活動 ・基礎技術開発 ・意匠の国際化推進

・流通機構近代 の振興 。輸出の振興

化のための調 ・未来産業へ の ・輸出市場の拡大

査 先駆的 アプロ ・輸出秩序 の確立

一 チ ・非関税障壁その他輸出

・省 力化 ,生 産 阻害要因についての対

性向上に関す 策

る国際水準の ・市場調i査の徹底 と市場

把握と研究 適合商品の研究

・輸出検査法の運用改善

と指定の合理化促進



ー
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ー

昭和 国 内
1

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び灘1対 消 費 者
.

。質的成長への施 。質的成長への施 。消費者主義時代への対応 。国際化対策

46 策 策 ・安全問題に関する調査 と技術的検 ・資本自由化及び特恵関

・シ ス テ ム産 業 ・技術革新 にょ 討 税制度に関する対応措

指向のための る波及効果と
層
・ ア フ ター サ ー ビ ス 体 制 の 向 上 と安 置の検討

調査と推進 それに伴 う調 全の確保 ・先進国市場の動向調査

・情報化社会 に 和のための施 ・広報活動の強化 と海外諸国との協調

おける電子工 策 ・消費者PRの 周知徹底 ・発展途上国との協力体

業の展望と探 ・最先端技術の 制の推進

究 育成のための ・海外技術動向の把握と

研究調査 対応

'標 準 化の推進 ・国際標準化等への積極

と普及促進 的参加

・海外PR活 動の強化

。電子産業の高度 o電 子産業の高度 O安 全 と消費者サー ビス 。国際化対策

47 化対策 化対策 ・安全に関する基礎研究並びに技術 ・相手国 との協調 をはか

・情報 シ久テム化 ・新製品の開発 基準の合理化促進 るための貿易対策の確

社会の推進及 と応用分野拡 ・電取法の適正化ならびに周知徹底 立推進

びそのための 大の推進及び ・安全関係 自主検査の確立 ・輸出市場の多角化をは

調査研究 そ のための調 ・品質表示の徹底 と商品広告の適正 かる と共に,輸 出仕向

・内外情勢 の的 査研究 化 国 との協調 によ り市場

確迅速な把握 ・技術革新に伴 ・消費者PR対 策 の強化 の安定化をはかる

碕 L
ゐ
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昭和 国 内

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境1対 消 費 者
海 外 ・貿 易

およびそ の分 う転換対策の ・テレビの難視聴 対策の強化 ・海外PR活 動の強化

析 調査研究 ・公害防止協立体制の確立 ・新輸出市場 の開拓

・信頼性技術の ・海外進出に関する基本

開発及び推進 政策の樹立

・標準化の推進 ・国際会議への積極的参

と普及促進 加と我が方の意見の反

映

`

。電子産業の高度 。電子産業の高度 。安全 と消費者 サー ビス O電 子産業の国際化推進

48 化対策 化対策 ・電取法の運用に関する業界意見の ・貿易相手国との協調施

・情報化社会 に ・新製 品開発 と 反映 策の推進

おける電子産 応用分野拡大 ・安全に関する基礎研究ならびに技 ・海外PRの 強化

業の役割の推 の推進 および 術基準の確立推進 ・新輸出市場へのアプ ロ

進 およびそ の その調査研究 ・安全関係の自主検査の推進 一 チ

調査研究 ・電子部品認証 ・雑音 ,不 要輻射特性の改善対策の ・海外投資に関する基本

・内外情勢の迅 に伴 う対策の 促進とテレビの難視聴対策の強化 政策の樹立

速な把握と分 推進 ・品質表示と商品広告の適正化 ・ 自 由 化 に よ る イ ン パ ク

析 ・標準化の推進 ・公害防止ならびに協力体制の推進 トに対する業界体制の

・電子部品 ,材 と普及促進 ・ア フ タ ー サ ー ビ ス 対 策 の 推 進 推進

料等を中心に ・電子計測に関 ・新技術に関する海外実

した将来動向 する国家標準 態調査
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昭和 国 内
海 外 ・貿 易

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境1対 消 費 者

調査 の供給体制整 ・国際会議への積極参加

備 による我が方意見の提

議と反映

。電子産業の高度 o新 製品開発及び o再 資源化のため O安 全及び環境保全並びに消費者サー ・電子産業の海外対策

49 化対策の推進 応用分野拡大の の調査研究 ビ ス ・貿易相手国との協調施

。内外情勢の迅速 ための調査研究 ・安全に関する基礎研究並びに技術 策の推進

な把握 と分析 o省 エ ネ ル ギ ー, 基準の確立 ・海外PRの 強化

省資源機器の開 ・電取法等関連法規に関する政府施 ・国際会議への積極参加

発促進 策への協力 ・新市場の積極的開拓

。標準化の推進 と ・公害防止への協力体制の推進

普及促進 ・政府及び自治体の環境保全対策へ

の協力

・製品の市場買上げ検査による安全

性の確認

・テレビ受信環境 向上対策へ の協 力

推進

・品質表示 と商品広告の適正化推進

・非常放送設備の認定等による災害

防止への協力

・ア フ タ ー サ ー ビ ス の 充 実

・消費者に対する安全PR事 業の推進

～
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昭和 国 内
海 外 ・貿 易

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境1対 消 費 者

o電 子産業の高度 。省 エ ネ ル ギ ー機 。再資源化に関す 。安全及び環境保全並びに消費者サー ・電子産業の海外対策

50 化対策の推進 器等の開発促進 る行政施策の実 ビ ス ・貿易の拡大均衡に関す

。海外情勢の迅速 。標準化の推進 と 施に対する協力 ・安全 に関する基礎研究及び技術基 る研究

な把握と分析 普及促進 準の確立 ・海外PRの 強化

・電取法等関連法規に関する政府施 ・国際会議への参加

策に対 し協力する ・国際技術協力

・公害防止対策と政府及び自治体の

環境保全対策への協力

・レーザ装置の電気的及び放射に関

する安全について調査研究する

・製品の市場買上げ検査により安全

性を確認する

・受信環境向上対策の推進

・品質表示と商品広告の適正化の推

進

・非常用放送設備の認定等により災

害防止に貢献する

・ ア フ タ ー サ ー ビ ス 充 実 を計 る た め

の施策推進

・修理実務上の安全確保のための施

、 策

「

.
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昭和 国 内
海 外.貿 易

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境1対 消 費 者

・消費者に対する安全PR推 進

・家製協の積極運営により関係業界

の協力体制を強化 して家電製品に

関する諸種の共通問題の検討解決

。業界環境の変化 。技術革新に関す 。環境保全に関す 。需要者保護に関 O海 外との調和に関する事

51 に対する事業 る事業 る事業 する事業 業

・内外の一般経 ・本会組織を生 ・廃棄物に関 し ・ レ ー ザ ー 応 用 ・わが業界の正 しい認識

済情勢,労 働 か して技術情 自治体の無公 機器の安全基 の高揚を目的とした巾

事情,消 費動 報の収集と分 害化処理に積 準制定に関し 広いPR活 動の実施

向,資 材 ・エ 析を系統的か 極的に協力す 政府に協力す ・関係国業界 との必要な

ネルギー需給 つ継続的に行 る る 情報ならびに意見の交

状況等に対す いその結果を ・廃棄物の再資 ・原材料無公害 換

る業界の対応 広 く業界に示 源 化モデルプ 化のための技 O国 際協力に関する事業

の適切化 し・研究ζ技 ラン トの実証 術的検討 ・国際会議への積極参加

。業界規模 による 術開発が求め テ ス ト運営に ・製品の市場 買

合理化推進 られ るポイン 積極的に協力 い 上による自

トを明 らかに す る 主安全テ ス ト

す る ・工場排水の無 の実施と正 し

・業界内外 か ら 公害化のため い取 り扱いの

の技術的 三一 の総点検 周知徹底

ズの把握と対応 ・広告表示の適

き
L
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昭和 国 内

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境 対 消 費 者
海 外 ・貿 易

・特定電子工業 正化のため家

及び特定機械 庭電気製品公

工業臨時措置 正取引協議会

法の存続期限 を発足させる

満了後の電子 ・ ア フ タ ー サ ー

工業振興策に ビスの充実

ついて検討 し

意見を政府に

具 申する

。業界環境の変化 。技術革新に関す 。省資源,省 エネ o需 要者の保護に O海 外 との調和に関す る事

52 に対する事業 る事業 ル ギ一等に関す 関する事業 業
・環境及び構造 ・技術革新 に よ る事業 ・原材料 の無公 ・わが業界の正 しい認識

的な変化に伴 って創出 され ・特に民生機器
害性の確保に の高揚を目的と した巾

う業界の将来 る新規分野と について省資 ついて技術的 広いPR活 動

動向に関する 他産業の在来 源,省 エ ネ ル な調査研究を ・外国の電子業界 との間

的確なる予測 機器の電子化 ギー化 を計る 行 う で貿易の拡衡拡大や共

を弾力的に行 に よって生ず 技術的研究を ・製品 の市場 買 通使命達成に必要な情

い,有 効 なる る技術,供 給 行 う。 上げによる安 報,意 見の交換

経営資料を適 両 面のニーズ 全テ ス トか ら O技 術的国際協力及び交流

時提供する を把握 し,効 一層の安全性 に関する事業

。業界規模 による 果的な対応策 確保 を計る ・国際会議への積極参加
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昭和 国 内
海 外 ・貿 易

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギー 安全及び環境 対 消 費 者

合理化に関する を研究する ・民生用電子機 ・海外との技術交流

事業 ・内外か ら得 ら 器の正 しい取

。電子部品の安定 れる技術情報 扱い方を消費

成長に関する事 を系統的かつ 者 にPRす る

業 継続的に分析 ・ レ ー ザ装 置 ・

・新技術の発展 し供する 医用機器の安

に国際的 レベ ・産業機器,医 全に関する国

ルで対応する 用機器並びに 家基準制定に

ため,内 外情 教育機器にお 関し政府に協

報を収集分析 ける新技術動 力する

・部品業界の企 向 を把握 し,

業力向上に資 対応策を検討

する対策 する

・効果的な供給 ・ポ ス ト機電 法

体制の整備 に関する政府

施策立案に協

力する

。技術革新と需要構造変化への対応に関する事業 。特に民生用電子 。安全の確保を図 。需要者利益の増 O海 外 との調和に関する事

53 ・新規需要分野拡大から当業界に対 し期待される技術的 機 器の省資源, る 進を図る 業

開発,供 給量 の増加,コ ス ト引下げ等 のニーズを把握 省 エネルギー化 ・製品の安全確 ・安全確保のた 。日本の電子工業 に関す

し,効 果的な対応方法の研究 を図る技術的研 保のための基 めの正 しい取 るPRを 積極的に行い,

♪ 人
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昭和 国 内

年 基 本1需 給1技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境 対 消 費 者
海 外 貿 易

・一般家庭に白け る生活情報 システムに関 し,受 容性 を 究を進める 本的な考え方 扱方法につい 誤解や認識不足に起因

調査 し,必 要とされる端末機の長期展望を明 らかにす を明 らかに し てPRを 行 う する問題発生の未然防

る 行政機関等に ・テ レビ修理技 止を図る

・技術革新,開 発のための調査研究 制度の確立を 術要員の養成 ・政府の通商交渉に対 し

・海外の情報 を広 く収集 し,国 際水準 の維持 につとめる 要請する と技術 レベル 積極的に協力し,助 言

・機情法の施行に伴 う政府の高度化計画の立案に協力す ・安全 に関する 向上のための を提出する

る 技術基準を確 教育事業を行 ・海外 の業界との間で貿

oi業 界の環境変化 O需 要の創出と未 立する う 易の均衡拡大や共通使

の把握に関する 成熟分野の振興 ・製品の市場 買 ・補修用部品の 命の達成に必要な情報

事業 に関する事業 い上げ,安 全 供給の円滑化 意見の交換を行 う

・業界の将来動 ・将来のわが 国 テス トの実施 等に関する協 ・国際会議に積極的に参

向に関する的 放送 システム か ら一層の安 力体制を研究 加する

確な予測を行 の あるべ き姿 全確保のため する

い有効な経営 の検討 の資料を業界 ・商品テス ト事

資料を適時提 ・民放FM局 の に提出する 業の適正化推

供する 全国的免許の ・ レー ザ の安 全 進

・海外進 出に関 促進運動 確保 ・被災 した民生

する的確な情 ・テレビ多重放 用電子機器の

報把握とそれ 送の早期実現 復旧にあたる

による影響等 のための方策 体制を確立

の情報提供 の検討 ・割賦販売条件

。不況救済,雇 用 ・家庭用VTR の適正表示,
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昭和 国 内

年 基 本 需 給 技 術 資 源,エ ネ ル ギ ー 安全及び環境 対 消 費 者
海 外

安定等の政府施 の普及促進 標準条件の遵

策に関 し,協 力 ・医用機器,教 守等適正化に

する 育機器の振興 協力する

。業界規模に よる ・ フ ァク シ ミ リ

合理化に関する 産業の発展に

事業 協力する

。事務局機能の強化

・各種統計処理

の機械化を検

討 し段階的に

実施する

・家製協 との連

携により業務

の合理化を図

り家電業界全

体に係る問題

に対し総合的

に対処できる体

制を強化する。

o著 作権問題に関

する事業

。創立30周 年 記

念事業

L



●

昭 和53年 の わ が国 電子 産 業 の総 生 産 額 は6兆410億 円(電 気計 器 含 む)

と見 込 まれ る が,伸 び率 は6%の 微 増 で あっ た。 通 貨不安 ,保 護貿 易 主 義 の

台頭 なξ業界 を取 り巻 く環境 は厳 しく,特 に民生用電子機器は個人消費の低

迷 に 国 際環 境 の悪 化 が加 わ っ て,生 産 は2兆3 ,032億 円 と前年 比99.7%

の マ イナス 成 長 に終 った。 電 子 部 品 も民生 用 電子 機 器 の影 響 か ら ,1兆7,7

43億 円1.8%増 と伸 び悩 ん だ。 一 方,産 業 用電 子機器 の生産 は民 間 設 備 投

資 の不振 に もか か わ らず,1兆9,488億 円 で 前年 比11 .3%増 と2年 連 続

の2桁 成 長 を維 持 した。

電子計算機 をは じめ と した 省 力化,合 理 化,技 術 先端 型 あ るい は ア プ リケー

シ ョン分 野 の広 い製 品特 性 を持 った機 種 の堅 調 が 目立 って いる
。 表 一4で 概

観 した政策 課 題 の流 れ か ら,今 後 の課 題 を ま とめ た のが表 一5で あ る。 さ ら

に業 界 の環 境 変 遷 を外観 す るた め の年 表 を表 一6に ま とめた。

●
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表 一5今 後 の電子産業 の政策 課題

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

技術革新 と需要構造変化への対応

・電 子 技 術 の各 分 野 へ の導 入 に よる 。海外諸国の電子工業 に係 る資料 を

新規需要分野の拡大に鑑み これ ら 収集 し広 く提供するほか欧米先進

国 の分野か ら当業界 に対 し期待され 諸国の業界 と交流 し,情 報交換 を

内

基

本

る技術 開発,供 給 量 の増加,コ ス

ト引下 げ 等 の ニー ズ の把 握 に努 め,

行 い,技 術 水 準 の高 揚 につ とめ る。

・技 術 革 新 に対 応す るた め具 体 的 な

・

需

給

業界 の効果的 な対応方法を研 究す

るo

事項 に関 しての技術方策 を設定 し

てその推進 を図る。

・

技

術

・一般 家庭 にお け る生 活情 報 シス テ

ムに関 し,受 容性 を調査 し,必 要

・電 子技 術 の最 近 にお け る技 術 開発

につ い て調 査 を行 う。

とされ る端末機 の長期展望 を明 ら

か にす る。

業界 の環境変化 の把握

・内外 の情 報 の収 集 に努 め と くに業 ・企業 の海外進 出に関する情報 を的

界の推移に影響 を及ぼす先行指標 確 に把握 し生産拠点の変化 が国内

及び関連諸指標 を徹底的 に分析 し 部 品 メー カー に及 ぼ す影響 等 の情

環境及び構造的な変化 に伴 う業界 報 提 供 をす る。

の将来動 向に関する的確な予測 を

行 い,有 効 な経営資料 を適時提供

す るo

需要の創出 と未成熟分野の振興

・将 来 のわ が国 に おけ る放 送 シス テ 。FM放 送に対す る消費者 の期待 に

ムの あ るべ き姿 を求 め るた め に放 応え同時 にFM関 連の需要喚起 を
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●

■

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

送 シス テ ムに 関 す る ビ ジ ョン検 討 図 るため民放FM局 の全国的免許

会 を設 け,検 討 す る。 の 促進 運 動 を行 う。

。 「フ ァ ク シ ミ リ産 業 の 長 期 ビ ジ ョ 。テ レ ビ放 送 シス テ ム の一 層 の 充 実

ンの策 定」 をテ ー マ とす る関 係団 と多様化 による受信機等の新 規需

体 共 同 の調査 研 究 に参 画 し,フ ァ 要 の開拓 を図 るた め テ レビ多重放

ク シ ミリ産業 の発 展 に 寄 与す る。 送の早期実現のための方策につい

て検 討 を行い そ の促 進 を図 る。

。家庭 用VTR,医 用 電 子機 器,教

育機器 の振興 を図るo

業界の責任遂行

。不況救済,雇 用安定等の政府施策 。輸 出検 査 品 目に残 存 す る トランス,

に関 し業種 指定 に必要 な資料 を提 ス ピー カの2品 目の適 用除 外 を推

供 し協 力す る。 進 ず る。

業界規模 に よる合理化

。電 子 部 品 の仕 様 の標 準 化 及 び単純 化 を推進 し,生 産,管 理 及 び保 有 の コ

ス ト低 減 を 図 る。

。電 子部 品 の発 注,納 入,配 送 等 の流 通 に 関す る シス テ ム を分析 し,標 準

化具体案 を策定す る。

著 作権問題

・録 音 ・録画 に伴 う著 作権 問題 に関

し,機 器 の普及 を妨 げ,ま た 消費

者 に過 度 の負担 を強 い る よ うな制

度改正 が行なわれない よう関係機

関 に 働 きか け る等 の運 動 を行 う。
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長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

。著 作権審議会等 の場 におけ る公正

な議論 に 資す るた め,機 器 の使 用

実 態 を調 査 す る。

。使 用者,関 連 業 界等 に対 し,著 作

権尊重思想の普及徹底 を図 るため

の キ ャ ン ペ ー ン を 行 う。

工業会機能の強化

・各重要事業の遂行 上,各 種統計 の収集,処 理及 びそ の完全 な利用が有効
w

か つ必 須 の手 段 で あ る こ とか ら,各 種 統 計 処理 の機 械 化 を検 討 し,段 階

的 に実 施 を図 る。

一般事項

。業 界関連の政府施策 に協力す ると

ともに,必 要 に応 じ意 見 の具 申 を

す る。

・関係 法 規 の制 定,改 定 に協 力 し,

必要 に応 じて意 見 の 具 申 をす る。

。物品税 を含 む税制 に関 し意見 を具

申 す る 。

・報道機関 との交流 を深め業界の理

解 高揚 に努 め る。

資

返 業界の責任遂行

‡ ・と くに民 生 用 電子 機 器 の 省 資源,

こ 省 エ ネル ギー 化 を図 る技 術 的研 究

1
を行い成果 の積極的な取 り入れ を
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長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

推進す る

一般事項

ピ

o主 要資料 の安全確保対策

■

業界の責任遂行

。製 品 の 安全 性 確 保 の た め の方 策 につ いて ,業 界 の 考 え を明 らか に し,関

安
係行政機関等 に対 し制度 の確立 を要請する。

全
・安 全に関す る技術基準 を検討 し安全に関す る基準 を確立 す る

。

● 。市場 買上 げ に よる安 全 テス トを実 施 し ,一 層 の安 全 性確 保 の た めの 資料

環 を作成 す る。

境
・レー ザ ー の安 全 対 策 に関 し,国 内安 全 規格 原 案 を作成 し ,レ ーザー の出

力測定基準 の作成 につい ても政府施策に協 力す る。

業界の責任遂行

・需要者利益 の増進 を図るため以下

の事項 を実施

消 ・民生用電子機器 の安全性確保 の

た め の正 しい取 扱 い方法 にっ い

冑
費

てPRす る 。

者
・テ レ ビ修 理 技 術 要 員の養成 と技

・

術 レベ ル 向上 を図 る。

・補修 用部品 の供 給円滑化等 に関

する業界内の相互協力体制 を研

究 す る。

・商 品 テス ト事 業 の適正 化 の推進

をす るo
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長期 的課題 短 期 的 課 題

・被 災 した民 生 用 電子 機器 の復 旧

に あた る体 制 を確 立 し,災 害 の

発 生 に応 じて発 動 す るo

・民生 用電 子 機器 の割 賦販 売 条 件

の適 正表示、標準 条 件 の遵 守 等 ・

割 賦 販 売 の 適正 化 に 協力 す る 。

・放 送 の受 信 向 上 を図 るた め以 下 の

事項 を実施 す る。

・都 市 テ レ ビ共 同受信 シス テ ムの

標準 施 工 方 式 を確 立 し,適 合 す

る機器 の普 及 開発 ・促 進 を図 る。

・個別 受 信 シス テ ム機 器 の性 能 確

保 及 び関連 器 材 の改 良 と工 事 技

術 者 の養 成 を図 るo

・高 層 ビル,新 幹 線,高 速 道路 等

に よる電波 障 害 問題 につ い て技

術 的 な検 討 を し,発 生防 止 の た

め の法制 度 の確 立 を推 進 す るo

・特 定 難 視 地域 を選 定 し,受 信 関

連機 器 の 点検 と改善 を図 る 。

一 般 事項

。消 費者 団体 との 融和 を図 り,業 界

の理 解 高 揚 に努 め る。

海外 との調和

。海外 に おけ る 日本 の電子 工 業 に関
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●

ψ

海

外

・

貿

易

長 期 的 課 題 短 期 的 課 題

す るPRを 積極 的 に行 い,誤 解 や

認識 不 足 に起 因す る問 題 発 生 の 未

然防 止 を図 る。

。政府 の通 商 交渉 が 当業 界 の適 切 な

発展 を もた らす よ う政 府 に働 きか

け るo

・海外 の電子 工業 界 との間 で貿 易 の

均衡 拡大 や共通 使命 の達 成 に必要

な情 報,意 見 の交 換 を行 う。

。IEC(国 際電 気標 準 会 議)の 活

動 を積極 的 に推 進 す る 。

一般 事項

。貿 易 管理 会 に よる貿易 障 害 の 実態

把 握 を行 う。
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表 一一6電 子 工業 関 係100年 史

年 電 子 工 業 関 係 年 表

1876 実用電話の発明 (米)A・G.ベ ル

1877 蓄音 機の発 明 (米)肥A,エ ジソン

1894 無線電信 の発 明 (伊)マ ル コ ニ ー

1897 ブ ラ ウン管 の発 明 (独)ブ ラ ウ ン

1899 磁気式録 音機 の発明 (デンマ ーク)ブ ーノしセン

1904 2極 真空管の発 明 (英)フ レ ミン グ

1907 3極 真空管 の発 明 (米)ド.フ ォ レ

1924 日本初 の ラジオ放送開始 大正14

1925 5極 真空管 の発明 (米)ラ ウ ン ド

八 木 ア ンテ ナ の発 明 (日)八 木 大正15

1926 電気式蓄音機 の発明 (米)マ クスフイール ド

実 用 的 テ レ ビジ ョンの実験 成 功 (英)ベ ア ー ド

NE式 写真伝送方式の実験成功 (日)丹 羽 昭和2

1927 電子式 テ レビの研究結果発表 (日)高 柳 昭和3

1933 FMラ ジ オの発 明 (米)ア ームス トロング

1934 ア イ コ ノ ス コ ー プ の 発 明 (米)ツ オ ル キ ン

1936 レー ダー の実 験成 功 (英)ワ トソン ・ワット

1937 銅 フ ェ ラ イ トの発 明 (日)加 藤,武 井 昭和12

1940 カ ラー テ レ ビの実験 放 送 (米)CBS放 送

1945 真空管式電子計算機完成 (米)エ ッケル ト

1948 無線通信機械工業会(現 在の 日本電子機 昭和23

械工業会)設 立

ト ラ ン ジス タ の 発 明 (米)シ ョ ック レー

1949 電気通信省,通 産省発 足 昭和24

1950 NHK技 研,テ レ ビ実験 局 開設 昭和25

3色 カ ラー 受 像 管 を開 発 (米)RCA

電波3法 公布
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、

年 電 子 工 業 関 係 年 表

1951 接合 型 トラン ジス タの発 明 (米)シ ョ ッ ク レー

日本民放 ラジオ本放送開始 昭和26

1952 白黒 テ レビ放 送標準方式決定 昭和27

NHKラ ジオ受 信者1000万 突 破

1953 NHK東 京 ラ ジオ開 局 昭和28

民放 も本放送 開始

通 産 省,テ レ ビジ ョン工 業確 立 対 策

(米)カ ラー テ レ ビをNTSC方 式 に決定

VTRの 実験成功 (米)RCA

1954 カ ラー テ レ ビ放 送 開始 (米)NBC,CBS

トラ ン ジス タの国産 化 昭和29

パ ラ メ トロ ン の発 明
(日)後 藤

太陽電池の発明 (米)ピ ア ソ ン

1955 NHKテ レ ビ受信 契 約10万 突破 昭和30

メ ー ザの発 明 (米)ト ー ネ ス

1956 郵政省,テ レビ放送周波数割当計画基本 昭和31

方針決 まる

NHK,UHFカ ラーテ レ ビ実 験 局 開局

1957 国産 初 の カ ラー テ レ ビ受 信機 発 表 昭和32

電子工業臨時措置 法公布

NHK,FM実 験 局放 送 開始

NHK,カ ラーテレ ビ(VHF)実 験 用 開 局

マ イ ク ロ モ ジ ュー ル 完 成 (米)RCA

エ サ キ ダ イ オ ー ドの 発 明 (日)江 崎

1958 無線通信機械工業会 を電子機械工業会 に 昭和33

改称

1.C発 明 (米)T.1

電子工業振興5カ 年 計画制定
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年 電 子 工 業 関 係 年 表

1959 通産省,テ レビ修理技術者検定規 則制定 昭和34

トラ ン ジ ス タ式 テ レ ビ商 品 化

1960 郵 政 省,カ ラー テ レ ビ標準 方 式制 定 昭和35

カラー テ レ ビ市 販 開始

1961 フ ランス電 子 工 業 連盟 専 務理 事来 日,日 昭和36

仏協定覚書 かわす

1962 NHKテ レ ビ受信 契 約1000万 突破 昭和37

(米)オ ー ル チ ャ ン ネ ル 法 制 定

テ ル ス タ ー1号 で 米 国,欧 州 間 の テ レ ビ

中継成功

第1回 電子工業展 を開催初の電子機器総

合展 として毎年開催へ

貿易 自由化88%

1963 CCIR総 会 で宇宙通信 とFM 昭和38

ステ レオ放送 の標準方式決定

初の 日米間 テ レビ宇宙中継実験 に成功

電卓 の国産化

カ ラー テ レ ビ普及 運動 展 開

1964 米TI社 日本 へ100%出 資 の 法人 設 昭和39

立を申請

エ レ ク ト ロ ニ ク ス シ ョー 開 催(電 子 工

業展 を改称)

オ リン ピ ッ ク東 京 大会 を シ ン コ ム3号

衛星 で欧米各国へ中継

1965 電子管生産 カルテルの締結(電 振法 に 昭和40

もとつ く生産品種制限に関する共同行為)

政府 の指示に より電子管 の生産合理化

カル テ ル を実施
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年 電 子 工 業 関 係 年 表

1966 テ レ ビにICを 採 用 (米)RCA

カ ラー フ ェ ス テ ィバ ル を 開 催,カ ラ ー テ

レ ビの普及 促 進 をは か る

大 型 プ ロジ ェク ト(超 高 性 能電 子 計 算 機)

研究開発 開始

公取 委,独 禁 法違 反 容 疑 で カ ラー テ レ ビ

6社 に勧告

1967 カ ラ ー テ レ ビ シ ョー 開 催 昭和42

ケ ネ デ ィ ラ ウ ン ド妥 結

米 財務 省,日 本 のテ レ ビをダ ン ピン グ容

疑 で調査開始

日韓電子工業視察団交換

NHKテ レ ビ受 信 契約2000万 突破

1968 電子機械工業会規格 をEIAJ規 格に統一 昭和43

技術導入 自由化実施

1969 米 国 で カ ラー テ レ ビの放 射 線 問題 で論議

カ ラー テ レ ビ製 造 業 公 正 取 引協 議 会 を工 昭和44

業会内 に設置
一

電子機械工業会統一1型VTRの 規格 を

発表

LSI実 用段 階 に入 る(電 卓 に 利 用)

第1回 日英 エ レク トロニクス ・シンポ ジウム

1970 CATV事 業 を 目的 と して東 京,京 阪 神, 昭和45

福 岡,名 古 屋 の各 地 に 財団 法 人 の ケ ー プ

ル ビ ジ ョ ン設 立

工技院,電 子技術総合研究所発足

カ ラー テ レ ビの二 重 価格 問題 表 面 化

米NUE社,日 本 企 業 の輸入 増 で損 害 あ
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年 電 子 工 業 関 係 年 表

りと連邦地裁 に提訴

1971 特定電子工業及び特定機械工業振興臨時 昭和46

措置 法公布施行

カラーVTRの 電子機械工業会推薦規格

を発表

米国 の ドル防衛策輸入課徴 金制度 を実施

カ ナ ダ,日 本 の テ レ ビを ダンピング と認 定

工業会会 長の諮問機関 として常任理事会

を設置

1972 ベ ネ ル ッ ク ス3国 向 け 白 黒 テ レ ビ,テ ー 昭和47

プ レコー ダ の 輸 出価格 規 制 を実 施

第1回 日英業 界会談開催

通産省第3次 円対策で貿易管理令 に基 く

輸出規制 を発表

工業会第3次 円対策 に伴 い電子製品24

品 目の輸出規制 を決定

工業会 ビデオ用標準テープ作成機完成

1973 米国 ドル10%引 下げ円変動相場制

ICお よび電子計算機の貿易 自由化 昭和48

EC委 員 会 イ タ リア の テ ー プ レ コ ー ダ の

セー フ ガー ド発 動 を容 認

パ リで文 字,数 字 表 示 デバ イス とシス テ

ム 国 際 コ ン フ ァ レ ンス 開 催

英国向けテ レビの輸出数量 規制

工業会全 国小学生児童 を対象に 「テ レビ

と私達」 の作文募集

電子 部 品 信 頼性 セ ン ター発 足

海外進 出の会 員会社のネ オン塔 自粛
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■

年 電 子 工 業 関 係 年 表

家電製 品協議会発足

1974 第1回 目独電子部品会談開催 昭和49

カ ラー テ レ ビの低 消費 電 力 化 の実 現

(社)日本電子機械工業会設立総会
r

〃 許 可

工業会,全 国小学生児童 を対 象に 「ぼ くは

テ レ ビで す」 の 作文募 集

政 府 間 交渉 に よる ベ ネル ックス 向 け50

年度 の電子機器輸出数量枠決 まる

中小機械工業救済特別融 資制度 で電子機

器,部 品が 対 象 に 指定 され 当会 が取 りま

とめ

政 府 は 原 材 料 の 高騰 に伴 い,テ ー プ レ コ

一 ダ ,ス ピー カ シス テ ム な ど の 免 税 点 を

引 き下げ

49年 度民生 用電子機器欧州貿易会議開

催

中長波 に関す る主 管庁会議で中波 のチ ャ

ンネ ル間 隔9KH2に 統 一

カ ナ ダ で 日本 製 カ ラー テ レ ビ の ダ ン ピ ン

グ調査 開始

ICの 完全 自由化実施

米政府,日 本 の相殺 関税 で仮決 定

1975 政府不況対策の一環 として雇用調整給付 昭和50

金制度実施

テ レ ビ多 重 放 送 に 関 し,ハ ー ドか らみ た

現状 と見通 しにつき郵政省 に報告

工 業会 ビデオ用1/2標 準 テー プの販売開始
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年 電 子 工 業 関 係 年 表

工業会定例理事会 で電子部品の標準化 を

強力に推進す ることを決 定

学識経験者 に よる家電広告審査委員会を

設置,広 告点検実施

超LSI技 術研究組合 が発足

IEC(国 際電気 標準会議)東 京開催

家電広告表示協議会が発足,広 告の 自

主規制へ

工業会ほか2団 体の主催 で第1回 「教

育 の近代化展」開催

テ レ ビ多 重 受 信機 一 般 公 開

第2回 目独電子部品会談

英 テ レ ビ及 び ブ ラウン管 の輸 入監 視制

度実 施

英国向けテ レビの輸出規制廃止

カ ナ ダ 輸 入 カ ラー テ レ ビを ダ ン ピ ン グ

と仮決定

ベ ネ ル ックス 向 け輸 出 自主 規制 廃止

1976 IECのSC12A(無 線 受 信 機 分科 昭和51

会)の 幹事国受諾

米,日 本 製 品 の相 殺 関 税 で シ ロ決 定

ゼニス社 財務省 を告訴

米ITC(国 際 貿 易委 員 会),関 税法

337条 新 通 商 法603条 に基 づ き,

日本企業 の調査開始

日本 輸 出 トラ ン シー バ工 業会 発 足

米,COMPACT(米 カ ラ ーTV産 業

保護委員会)免 責条項 をITCに 申請
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●

年 電 子 工 業 関 係 年 表

テ レビ多重実験放送公開

普及価格VTR

1977 CBト ラ ン シー バ輸 出協議 会 発 足 昭和52

第1回 日仏電子部品会談開催

科 学 技 術 館 に 「エ レク トロホ ール」 完 成

米ITCの 免責条項に関 し関税 の大 巾引

上 げを大統領 に勧告

カ ラー テ レ ビの対米 輸出 に関 し日米 政 府

間交渉

米,日 本 製 テ レ ビの ア ン チ ダ ン ピ ン グ に

関 し,輸 入保証金 の積増 しを指示

米 半 導体 業 界SIAを 結 成,反 日キ ャ ン

ベー ン を展 開

対米 向 け カ ラー テ レ ビ年 間175万 台 の

数量 自主規制実施

1978 米 財 務 省,日 本 製 カラーテ レ ビに簡略 計 昭和53

算 方 式 に よる ダ ン ピ ング課税 決 定

米,CBト ラ ン シー バ の関税 引上 げ(初

年度15%)

工 業会,放 送 シス テ ム拡充 に つ いて郵 政

大 臣等 に陳情

CCIR第14回 総会わが国で初 めて開催

特定機械情報産業臨時措置法,国 会成立

電 気 用 品取締 法 改 正 に 伴 い ス イ ッチ 、

トラ ンス 等 が 甲種 に追 加指 定

家庭電気製 品表示公正取引協議会設立

米最高裁,日 本製品は相殺関税 の対象 に

な らな い と決 定

一35一



23電 子 機器 産 業の 情 報 ニ ー ズ

既 存 のデ ー タが電 子 産 業 の情 報 ニー ズ にいか に利 用 さ れ てい るか,あ るい

は 電子 工 業 会 が政策 課 題 に応 じて,ど ん な必要 情 報 を 作成 して 来 た のか を示 し

た の が表 一7の 政策 課 題 別 デー タ利 用,作 成状 況 一 覧表 で あ る。

デー タ重要 度

A:極 め て重 要 で利 用度 も高 い

B:か な り重 要 で 関連 デー タ と して必要

C:補 完 的 に利 用
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表 一7・ 政 策 課 題 別 デ ー タ 利 用 状 況

デ デ 情 デ デ 国 内

海 外 ・ 貿 易
1

| | 基 本 需 給 ぐ/報 x

1一 タ
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タ
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手
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通
要 璽
技

源
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策 易
(

易
(

易 際 際
際

競

目 名 先

間

隔
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度

経

済

経

営

対

策

動

向 し

構

造

術
革
新

元
ギ'

|

安

全 者

経

済 給

日

吉

世

旦
環

境

収

支

協

調

争

力

国 内 基 本 経 済 計 画 各 種 経 済 計 画 経 企 庁 年 A ○ ○

各 種 経 済 見 通 し 日経 セ ンター他 四半期年 B ○ ○ ○

産業構造の長期 ビジ ョン 通 産 省 年 B ○ ○ ○

国 民 所 得 国 民 所 得 統 計 経 企 庁 四半期年 A ○

経 済 統 計 月 報 日 銀 月,年 B ○ ○ ○ ○

国

金 融 財 政 国 家 予 算 大 蔵 省 年 B ○

企 業 経 営 主 要 企 業 経 営 分析 日 銀 半 期 年 B ○

法 人 企 業 統 計 季 報 大 蔵 省 四 半 期 B ○

物 価 卸 売 物 価 指 数 日 銀 月 A ○

消 費 者 物 価 指 数 総 理 府 月 A ○

家 計 調 査 日 銀 月 B ○

内

そ の 他 経 済 白 書 経 企 庁 年 B ○ ○

国 民 生 活 白 書 通 産 省 年 B ○

人 口 白 書 厚 生 省 年 B ○

通 信 白 書 郵 政 省 年 B ○ ○ ○

産 業 活 動全般 工 業 統 計 表 通 産 省 年 B ○ ○ ○

需 給 鉱 工 業 生 産 指 数 〃 月 B ○ ○

産 業 連 関 表 行 政 管理 庁 5年 C ○ ○
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ギ
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経 日
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世
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環 収 協

争

目 名 先 隔 度 済 営 策 向 し 造 新 1 全 者 済 給
) )

境 支 調 力

関 連 機 械 統 計 月 報 年 報 通 産 省 月,年 A ○

機械器具流通統計 月報 〃 月 B ○

商 業 動 態 統 言†月報 〃 〃 B ○

百 貨 店 統 計 月 報 〃 〃 B ○

機械工業景気動向調査 日 機 連 四 半 期 B ○ ○ ○

、

自動 車 工 業 統計 月報
日本 自動車
工業会 月 B ○

機 械 受 注 統 計 経 企 庁 月四半期 B ○

建 設 受 注 統 計 建 設 省 〃 C ○

他 関 連 業 界 刊 行 物 B

設 備 投 資 各 種 設 備 投 資調 査 通 産 省 他 半期,年 B ○

電 子 機 械 統 計 月 報 他 通 産 省 他 月 A ○

(見 通 し) 電 子機 器 生産 見通 し
日本電子機械
工業会 年 A ○

産業用電子機器需要予測 〃 〃 A ○ ○

電子産業の発展と将来展望 〃 53年 A ○

80年 代電子産業の展望 〃 53年 A ○ ○ ○

(調 査報告書) O生 活 充実 系サー ビスに 〃 53年 A ○ ○

50年 以 降
金ける家庭用端末機器
の受容可能性

oニ ュ ー フ ァ ミ リー とT 〃 53年 A ○
V音 響機器に関する調
査報告書

。ヤ ングとTV音 響機器 〃 52年 A ○
に関する調査報告書

。産業用電子機器産業の 〃 50年 A ○
国際競争力調査
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目 名 先 隔 度 済 営 策 向 し 造 新 | 全 者 済 給
) )

境 支 調 力

oカ ラーTV二 次 需要 に 日本電子機械 50年 A ○
関する調査 工業会

。電子工業の動向 〃 年 A ○ ○

(企 業経営) 。経営諸比率調査 〃 半 期 A ○
●

o損 益分岐点ならびに付 〃 年 A ○
加価値生産性調査

(他) o電 子 〃 月 A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

oパ ー ツ カ タ ロ グ 〃 年 A

。ME機 器 カタログ 〃 〃 A

・電子工業年鑑 電 波 新 聞 〃 A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

。日本の電子工業 日本電子機械
工業会

〃 A ○

一 般 。科学技術白書 科学 技 術庁 年 C ○

技 術 O団 体,製 造 メ ー カー な B ○
どの刊行物

電 子 。将来のテ レビ多重放送 日本電子機械 53年 A ○
'

±

に適 したテレビ受信機 工業会

一
の所要性能の調査開発
報告書

Oコ ンデンサの歴史的展

望

〃 53年 A ○

o信 頼性に関する論文集 〃 A ○

。電子部品の標準化 〃 A ○
'

O生 活分野における電子 〃 A ○ ○
技術の応用に関する調

'

査報告書

Oデ ィ ス プ レ イ デ バ イ ス 〃 50年 A ○ ○
の技術開発並びに生産
需要に関する調査報告
書
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。電子工業技術大会資料 日本電子機械 年 A ○
集 工業会

。電子測定器 と応用シス 電子計測 年 B ○
テム総覧 出版社

・ME機 器技術総覧 〃
隔 年 B ○

Oエ レ ク トロ ニ ク ス オ ー ム 社 月 B ○

o電 子計測 電子計測 月 B ○
出版社

。医用電子 〃
四 半 期 B ○

Oテ レ ビ技術 他 電子技術出版 B ○

資 源 。電力調査統計月報 通 産 省 月 C ○
エ ネ ル ギ ー 。石油統計月報 〃

月 C ○

消 費 者 。受 信 シ ス テ ム ハ ン ドブ 受信向上倭) 不 定 期 A ○
ック

安 全
。 ゴ ー ス ト改 善 用 ア ン チ 〃

〃 A ○環 境 ナの手 引き

・安全マニュアル問題集 日本電子機械
工学会

〃 A ○ ○

。電 気 店 電波新聞社 月 B ○

o電 気商品 電気商品連盟 月 B ○

oNEBA NEBA 月 B ○ ○

o環 境白書 環 境 庁 年 C ○

海外 ・貿易 o日 本貿易 月表 大 蔵 省 月 A ○ ○
海
外
基本 。実行関税表 関 税 協 会 年 A ○

` 。輸出認証統計 通 産 省 月 C ○
易 。通商白書

〃 年 A ○ ○ ○ ○ ○
。海外市場白書

ジ ェ ト ロ 年 A ○ ○
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o海 外市場 ジ ェ ト ロ 月 B ○

。海外経済動向指標 経 企 庁 月 A ○

。世界経済報告 〃 月 B ○

・機械工業海外情報 機 振 協 月 C ○
.

。外国貿易概況 関 税 協 会 月 B ○

。貿易年鑑 〃 年 B ○ ○ ○ ○
。外国統計季報 日 銀 四 半 期 B ○ ○

o国 際金融 大 蔵 省 月 B ○

oIMF年 次報告 IMF 年 A ○

。OECD年 次 報告 OECD 年 A ○

oOECDECONOMIC 〃 半 期 A ○
OUTLOOK

○英 国 産 業 ニ ュ ー ス 英 国大 使 館 月 C

。US・Department
(米 国) 月 A

ofCommerce ○
CarrentIndustria1

Reportetc

oOverseasTrade (英 国) 月,年 A ○
StatisticsofU.K

oIndUstrial (西 独) A ○
Production

OAnnuariodi

Statistiche (伊)
A ○

Industrari

電 子 基 本 o日 本 貿易月表 大 蔵 省 月 A ○

。米国商務省輸入統計 米 国 商 務省 月 A
○

報告書等 。 ヨー ロ ッパ 電 子 情 報
日本電子機械
工業会 月 A

○ ○
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(50年 以 降) O西 ドイツに拾ける民生

用電子機 器に関するデ

日本電子機械
工業会

53年 A ○

イ ー ラー 調 査

O民 生用電子機器国際需

給統計及び分析
〃 隔 年 A ○

o米 国における民生用電

子機器流通の現状 と展

〃 52年 A ○

望調査報告書

oヨ ー ロッパ主要国にお

け るオーデ ィオ機器調

〃 50年 A ○

査

oCBト ラ ンシーバ輸入

救済措置申請 に関する

〃 53年 A ○ ○

ITC公 聴 会の資料

oCBト ラ ンシーバの輸

入救済申請に対する1

〃 53年 A ○ ○

TCの 報告書

oCBFOREME一 〃 53年 A ○ ○
RGENCYCB使 用

分野拡大の提言

oCB・Measurement 〃 53年 A ○
Report

oFCC・CB需 要調査 〃 53年 A ○
報告書

。アメ リカの対 日政策 と 〃 53年 A ○ ○ ○
技術革新

oカ ナダの電子機械産業 〃 53年 A ○ ○

O米 国の消費者製品安全 〃 53年 A ○
委員会(CPSC)の
規制活動に関する田中
弁護 士レポー ト

oCirculasonTrade 〃 月 A ○
Inquiries

、 ・ ゾ

O消 費者製品安全委員会 〃 52年 A ○
(CPSC)に よ る規

制 のパター ンを追求す

る

一
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2.4情 報処 理 の 現 状 及 び 情報 拠 点 と して の 方針

電子 産 業 の特 徴(2.1)で も述 べ た様 に,電 子 産 業 は 日本 の最 適 格産 業 と

して発 展 を続 け て来 た が,一 般 経 済 と同様 に様 々な環境 変 化 が発 生 し,表 一

6に 見 られ る よ うに1970年 をさか い に して通 商 問題 を始 め と した国 際的

な問題 の表 面化 が 目立 っ て い る。

「:

、
`

D

'

ム

表一8電 子関 係における主要な 日米通商問題

対 象 製 品 提訴 日 件 名

テ レ ビ(白 黒,カ ラ ー) 1968 ダ ン ピ ン グ

ト ラ ン ス ホ ー マ ー 〃 〃

ラ ウ ドス ピ ー カ
〃 〃

チ ュ ー ナ ー
〃 〃

コ ン デ ン サ 〃 〃

フ ェ ラ イ ト コ ア
〃 〃

テ レ ビ 1970 独 禁 法

テ レ ビ用 偏 向 ヨー ク 1971 ダ ン ピ ン グ

カ ラ ー ブ ラ ウ ン管
〃 〃

電子 レン ジ 1972 〃

ゲ ル マ ニ ウ ム ・ポ イ ン ト ・ コ ン タ ク トダ イ オ ー ド 〃 〃

テ レ ビ 1974 独 禁 法

タ ン タ ノレ固 体 電 解 コ ン デ ン サ 1975 ダ ン ピ ン グ

ACア ダ プ タ
〃 〃

テ レ ビ(白 黒,カ ラー) 1976 エス ケ ー プ ク ロー ズ

CBト ラ ン シ ー バ 1977 〃

CertainElectricalSoundEguipment 〃 相 殺 関 税

ElectricalMusicInstruments

戦 後 の世 界 の政 治経 済 は,ド ル不 安,南 北 問 題 等 構 造 的 な問 題 が噴 出 し,

伝統 的 な外 交 問 題,国 防 問題 に代 わ っ て,国 際 通 商 問題,国 際通 貨 問題 が各

国 の対 外政 策 の主 題 に な りつ つ あ り,こ の よ うな 国 際的 政 治経 済 の変 質 は,

単 に2国 間 の問 題 だけ で は本 質的 な解 決 に導 くこ とは困 難 な状 況 に な っ・て い

一51一



る。通 商 問題,通 貨 問題,先 進 国 ・中進 国 との競 合 な ど,当 業 界 にお い て も

構 造 の基 調変 化 が考 え られ る。 さ らにわ が 国 の電子 産 業 の発 展 を欧 米諸 国 と

比 較 してみ る と,欧 米 諸 国 が産 業 用電 子機 器 を中 心 に発展 して来 た のに 対 し,

わ が 国 は例外 的 と も言 え る民 生 用電 子 機 器を中心に発展 して来 た。 しか し,世

界 的 な産業 構 造 の転換 と電 子 機 器 の拡 が りか ら,わ が国の電子産業 も,既 に成

熟期 を迎 え つ つ あ る 民生 用 電子 機 器 部 門 の新 分 野 の開拓 と先端 技 術 の シス

テ ム化 を進 め る産 業 用電 子 機器 部 門 の一 層 の拡 大 が期待 され,こ こで も構 造

変 化 が予測 され る。

こ う した環境 変 化 の なか で,電 子 産 業界 では 国 内 の経 済 産 業動 向 や海 外 の

需 要 動 向 は もと よ り ・海 外 の産 業 政 策 ・競合 国 の動 向 や内外 の政 治 ・経 済,

貿 易,需 給 な ど広 範 な情 報 把握 が焦 眉 の急 とな っ て い る。 業 界 の政 策 決 定 の

た め の この よ うな広 範 か つ正 確 な情報 へ の ニー ズ は さ らに大 き くなっ て い る

が,当 工業 会 に おけ る情報 処理 体 制 は ニーズ には ほ ど遠 い のが 現状 で あ る。

日本 電 子機 械工 業 会 は 約600社 の会 員か ら成 り,150を 超 え る委 員会 が

運 営 さ れ てお り,各 々の ニー ズ に即 した情報 提 供 は無 理 が あ る と して も,現

在 シス テマテ ィ ック な情報 の収 集 ・処 理 ・提供 の形 態 が確 立 してい る のは,

最 も基本 的 な生 産,出 荷,在 庫,輸 出 入 の情報 だ けで あ り,今 後 の課 題 と し

ては 次 の よ うな こ とが求 め られ るo

(1)既 存 の情報 を ニー ズ に 沿 っ て再編 成 し,迅 速 な提 供 体 制 を確立 し,次 の

ス テ ップ と して機 械化 を検 討 す る。

(2)デ ー タの開 発

既 存 の デー タで は カバ ー 出来 な い 部分 が増 々拡 大 の方 向 に あ るた め,現

在 不備 な情報 を洗 い 出 し,対 応 のた め の情報 開発 を進 め る。 現在,当 工 業

会 の民 生 海外 調査 委 員 会 に お い ては 「電子 産 業 の 国 際化 」 等 へ の対 応 の た

め,海 外 専 門調査 機 能 等 を活 用 し民 生 用 電子 機 器 国際 需 給 統計 を隔 年 に作

成 し,実 績 と分析 の公 表 を行 って い る。

(3)業 界 団体 間 の連 携

図 一2の 如 く,電 子 産 業 に関連 す る分野 は きわ め て 多岐 に わ た っ てい

るが,現 状 で は各 団体 等 が独 自の情報 処 理 体制 を とっ て お り,同 種 の デ ー タ

な ど を重 複 して処 理 す る な ど非効 率 的 な面 が 多 い と考 え られ るた め,各 団

一52一
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体 間 の分 業連 携 体 制 を整 備 し,情 報 の一 元 化 を行 い効率 的 な運 用 体 制 を確

立 す る こ とが望 ま しい 。

専 門 調 査 機 関

会 議,委 員 会

デュッセル ドルフ事務所

海 外 関 連 団 体

官

公

庁

情

報

文 献 ・業 界 諸 等(社)日 本 電子

,

'諭

図_2

関

連

団

体

情

報

専 門 調 査 機 関

会 議,委 員 会

新 聞,雑 誌 等

機械工業会 情報
収集

一ー 一 一ー ー一 －t-一 一

情 報 提 供

百 会 関

公 係団

庁 具 体 般

情報拠点 としての ㈲ 日本電子機械工業会の位置付け
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